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国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ 1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン AsC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB    

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年改訂）
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平成 24 年度 研究開発・評価報告書

評価課題「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」

及び「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」

（中間評価）

日本原子力研究開発機構

バックエンド推進部門

（2014 年 2 月 18 日 受理）

独立行政法人日本原子力研究開発機構は、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」及

び「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」、並びに原子力機構の「研究開発

課題評価実施規定」（平成 18 年 1 月 1 日改訂）等に基づき、「原子力施設の廃止措置及び

関連する技術開発」及び「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」に関する中間評

価を研究開発・評価委員会（バックエンド推進・評価委員会）に諮問した。

これを受けて、バックエンド推進・評価委員会は、委員会にて評価方法を定め、「研究

開発及び事業推進の目的・意義」「研究開発成果の貢献」「研究開発及び事業推進の目標・

計画と成果」の観点から中間評価を行い、妥当であると評価した。

本報告書は、研究開発評価委員会（バックエンド推進・評価委員会）が「国の研究開発評

価に関する大綱的指針」等に基づき実施した外部評価の結果を取りまとめたものである。

原子力科学研究所（駐在）：〒319-1195 茨城県那珂郡東海村白方白根 2-4
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Assessment Report of Research and Development on “The Abolition Measures of
Nuclear Facilities and Associated Technology Development” and “Radioactive Waste
Treatment and Disposal and Associated Technology Development”

(Interim Report)

Nuclear Cycle Backend Directorate
Japan Atomic Energy Agency

Tokai-mura, Naka-gun, Ibaraki-ken

(Received February 18, 2014)

Japan Atomic Energy Agency (JAEA) consulted the “Evaluation Committee for
Nuclear Cycle Backend Program Promotion” to perform the interim evaluation of
“the abolition measures of nuclear facilities and associated technology development”
project and “radioactive waste treatment and disposal and associated technology
development” project in accordance with the “Guideline for evaluation of government
R&D activities” , the “Guideline for evaluation of R&D in Ministry of Education,
Culture, Sports, Science and Technology (MEXT)” and the “Operational rule for
evaluation of R&D activities” by JAEA.
 In response to JAEA’s request, the Committee decided the evaluation method and
performed the interim evaluation of both projects from the viewpoints of purposes, 
plans, results and so on. As a result of review, the Committee concluded that both
projects were proceeded adequately.

Keywords : Nuclear Cycle Backend, Decommissioning, Radioactive Waste Management

This evaluation report presents the results of third-party evaluation conducted on the
basis of “General guideline for evaluation of government R&D activities”, etc.
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１．概要

独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という。）は、「国の研究

開発評価に関する大綱的指針」（平成 17 年 3 月 29 日内閣総理大臣決定）及び「文部科学

省における研究及び開発に関する評価指針」（平成 17 年 9 月 26 日文部科学大臣決定）、

並びに原子力機構の「研究開発課題評価実施規定」（平成 18 年 1 月 1 日改訂）等に基づ

き、「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」及び「放射性廃棄物処理処分及び関

連する技術開発」に関する中間評価を研究開発・評価委員会（バックエンド推進・評価委

員会）に諮問した。

これを受けて、バックエンド推進・評価委員会は、委員会にて評価方法を定め、原子力

機構から提出された課題説明資料、補足説明資料及び本委員会における議論を踏まえ、諮

問内容についての評価を実施した。委員会は計 3 回開催され、その結果、第 2 期中期計

画における「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」及び「放射性廃棄物処理処分

及び関連する技術開発」については妥当であると評価した。

本報告書は、バックエンド推進・評価委員会が「国の研究開発評価に関する大綱的指針」

等に基づき実施した中間評価の結果を取りまとめたものである。

- � -
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２．バックエンド推進・評価委員会の構成

本委員会は平成 18 年 1 月 1 日に設置され、以下の 9 名の委員で構成されている。

委員長 杤山 修 公益財団法人 原子力安全研究協会

放射線・廃棄物安全研究所 所長

委 員

（五十音順）

出光 一哉 九州大学大学院工学研究院

エネルギー量子工学部門教授

小田 英紀 電気事業連合会 原子力部 部長

加藤 正美 独立行政法人 原子力安全基盤機構

核燃料廃棄物安全部 部長

小佐古 敏荘 東京大学大学院 工学系研究科 原子力専攻教授

田辺 博三 財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター

技術参事

牧野 一郎 日本原燃 株式会社 埋設事業部 埋設計画部長

山内 豊明 日本原子力発電株式会社

廃止措置プロジェクト推進室 副室長

山名 元 京都大学 原子炉実験所

原子力基礎工学研究部門教授

- � -
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３．審議経過

(1) 平成 24 年度第 1 回目委員会（バックエンド推進・評価委員会としては第 16 回目）

平成 24 年 7 月 26 日

「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」及び「放射性廃棄物処理処分及び

関連する技術開発」中間評価の進め方について説明・決定

「原子力施設の廃止措置」について説明・質疑応答

「原子力施設の廃止措置に関連する技術開発」について説明・質疑応答

(2) 平成 24 年度第 2 回目委員会（バックエンド推進・評価委員会としては第 17 回目）

平成 24 年 10 月 16 日

「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」の中間評価の審議

「放射性廃棄物処理処分」について説明・質疑応答

「放射性廃棄物処理処分に関連する技術開発」について説明・質疑応答

(3) 平成 24 年度第 3 回目委員会（バックエンド推進・評価委員会としては第 18 回目）

平成 25 年 1 月 8 日

「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」の中間評価の審議

 研究開発課題の中間評価の審議

(4) 評価結果（答申書）のまとめ

上記の審議結果に基づき、委員長が評価結果を取りまとめ、平成 25 年 2 月 7 日に

答申した。

- � -
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４．評価

中間評価にあたっては、以下評価計画についてバックエンド推進・評価委員会にて説明

を行い、各委員の了承を得て進めた。

4.1 はじめに

バックエンド推進・評価委員会は、原子力機構の発足とともに平成 17 年度に第 1 回

を開催し、「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」及び「放射性廃棄物処理処

分及び関連する技術開発」について概要説明を行い、平成 18 年度以降は、研究開発及

び事業推進の進捗状況を報告している。

平成 20 年度に、理事長からの諮問に応じ、第 1 期中期計画の研究開発及び事業推進

に対しての中間評価を実施した。中間評価以降も、研究開発及び事業推進の進捗状況を

報告し、前回の中間評価から 3 年以上経過していることから平成 24 年度に、第 2 期中

期計画の研究開発及び事業推進に対し中間評価を行った。

4.2 評価対象

平成 24 年度に実施した研究開発及び事業推進に係る中間評価の対象は、

・原子力施設の廃止措置に関連する技術開発 5 項目

・放射性廃棄物処理処分に関連する技術開発 7 項目

・放射性廃棄物処理処分 3 項目

・原子力施設の廃止措置 4 項目

であり、詳細については、添付 1「平成 24 年度 バックエンド推進・評価委員会 中

間評価対象項目」に示す。

バックエンド推進部門及び関連する拠点は、本来の研究開発及び事業推進を進めなが

ら、平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災以降、震災復旧及び福島第一原子力発電所事故

の収束に向けた対応を実施してきた。

福島第一原子力発電所事故の収束に向けた取り組みは、福島技術本部の業務として、

第２期中期計画に福島第一原子力発電所の廃止措置及び廃棄物の処理・処分等を追記し、

実施してきた。

従って今回の中間評価では、福島関連の業務を除いた、自らの廃止措置等に関してバ

ックエンド推進部門及び関連する拠点が実施した研究開発及び事業推進について中間

評価を行った。
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4.3 評価項目及び評価基準

(1) 評価項目

中間評価の評価項目については、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」等に基づ

き設定した下記の項目とした。

① 研究開発（「放射性廃棄物処理処分に関連する技術開発」及び「原子力施設の

廃止措置に関連する技術開発」）

・研究開発の目的・意義（研究開発の必要性）

・研究開発成果の貢献（研究開発の有効性）

・研究開発の目標・計画と成果（研究開発の効率性）

・その他（東日本大震災を踏まえた対応）

・総合評価

② 事業推進（「放射性廃棄物処理処分」及び「原子力施設の廃止措置」）

・事業推進の目的・意義（事業推進の必要性）

・事業推進の目標・計画と進捗状況（事業推進の効率性）

・その他（東日本大震災を踏まえた対応）

・総合評価

(2) 評価基準

上記評価項目の各項目については、「５．平成 24 年度 中間評価の視点について」

に示す視点で、以下の 4 段階で評価を行った。

A：妥当である

B：概ね妥当である

C：一部計画変更が必要である

D：大幅に計画変更が必要である

4.4 評価作業手順

中間評価の実施は、以下の手順により行った。

① 平成 24 年度第 1 回目のバックエンド推進・評価委員会における審議

・評価の進め方（評価方法）の決定

・「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」に係る原子力機構からの説明・

質疑応答

② 平成 24 年度第 1 回目の評価委員会終了後の作業

・委員：「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」について追加質問の提

出

・事務局：追加質問への回答作成及び委員への送付
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・委員：説明資料、質疑内容、追加質問に対する回答等を踏まえ、各評価項目に

ついての評価及び書面の提出（書面の様式を添付 2-1「評価シート 課題名：「原

子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」」に示す）

・事務局：評価意見の取りまとめ、平成 24 年度第 2 回目の評価委員会の資料作

成

③ 平成 24 年度第 2 回目のバックエンド推進・評価委員会における審議

・「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」に対する中間評価についての

審議

・「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」に係る原子力機構からの説明・

質疑応答

④ 平成 24 年度第 2 回目の評価委員会終了後の作業

・委員：「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」について追加質問の提

出

・事務局：追加質問への回答作成及び委員への送付

・委員：説明資料、質疑内容、追加質問に対する回答等を踏まえ、各評価項目に

ついての評価及び書面の提出（書面の様式を添付 2-2「評価シート 課題名：「放

射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」」に示す）

・事務局：評価意見の取りまとめ、平成 24 年度第 3 回目の評価委員会の資料作

成

⑤ 平成 24 年度第 3 回目のバックエンド推進・評価委員会における審議

・「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」に対する中間評価についての

審議

⑥ 評価結果のまとめ

・委員長：上記の審議結果に基づき、委員会として中間評価結果の取りまとめ及

び原子力機構理事長に答申
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５．平成 24 年度 中間評価の視点について

5.1 はじめに

「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」及び「放射性廃棄物処理処分及び関

連する技術開発」の中間評価を行うにあたり、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」

（平成 20 年 10 月 31 日内閣総理大臣決定）、「文部科学省における研究及び開発に関す

る評価指針」（平成 21 年 2 月 17 日文部科学大臣決定）および「東日本大震災を踏まえ

た今後の科学技術・学術政策の検討の視点」（平成 23 年 5 月 31 日 科学技術・学術審

議会決定）などを参考に、中間評価の視点について取りまとめた。

5.2 評価項目および視点

評価項目および評価の重点的視点（○数字：項目、矢印：視点･基準）を以下のとお

りとした。

(1) 研究開発（「放射性廃棄物処理処分に関連する技術開発」及び「原子力施設の廃止

措置に関連する技術開発」）

① 研究開発の目的・意義（研究開発の必要性）

・国費を用いた研究開発としての意義

→ 機関の設置目的（廃止措置・処理処分を安全かつ効率的に行うために技術

開発を行い、将来負担するコストの低減を技術的に可能とする）に合致し

ているか。

→ 国や社会のニーズへの適合性はよいか。

・科学的・技術的な意義

→ 先導性、発展性はあるか。

・社会的・経済的意義

→ 社会的価値（安全・安心で心豊かな社会等）の創出はあるか。

② 研究開発成果の貢献（研究開発の有効性）

・実用化への貢献

→ 放射性廃棄物の処理処分の実現への貢献は十分か。

・研究開発の質の向上への貢献

→ 研究開発の質の向上に対して貢献は十分か。

・人材養成・知的基盤整備

→ 人材養成・技術継承への取り組みはなされているか。

③ 研究開発の目標・計画と成果（研究開発の効率性）

・計画の妥当性

→ 目標、各研究項目の設定は妥当であったか。

・成果の進捗状況に対する妥当性

- � -

JAEA-Evaluation 2014-002



→ 目標・計画に対して進捗状況は妥当か。

・情報発信、国民との相互理解の促進

→ 得られた成果について周知・公表しているか。

④ その他（東日本大震災を踏まえた対応）

・研究開発の成果の適切かつ効果的な活用

→ 復興、再生にあたって直面する問題をきめ細かく捉えているか。また、そ

れらを踏まえ、科学技術の観点から復興、再生の向上のためにどのように

貢献できるか。

（処理処分技術の福島の廃棄物への貢献、廃止措置技術の福島原発の解体

への貢献等）

⑤ 総合評価

・上記各項目の評価を踏まえた総合的な判断

(2) 事業推進（「放射性廃棄物処理処分」及び「原子力施設の廃止措置」）

① 事業推進の目的・意義（事業推進の必要性）

・国費を用いた事業推進としての意義

→ 機関の設置目的に合致しているか。

→ 国や社会のニーズへの適合性はよいか。

② 事業推進の目標・計画と進捗状況（事業推進の効率性）

・計画の妥当性

→ 目標、各事業推進項目の設定は妥当であったか。

・事業の進捗状況に対する妥当性

→ 目標・計画に対して進捗状況は妥当か。

・情報発信、国民との相互理解の促進

→ 進捗状況について周知・公表しているか。

③ その他（東日本大震災を踏まえた対応）

・事業推進の実績の適切かつ効果的な活用

→ 処理処分技術の福島の廃棄物への貢献、廃止措置技術の福島原発の解体へ

の貢献等

④ 総合評価

・上記各項目の評価を踏まえた総合的な判断
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６．評価結果

研究開発課題「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」及び「放射性廃棄物処理

処分及び関連する技術開発」についての中間評価結果は、以下のとおり「妥当」と判断し

た。

(1) 原子力機構における原子力施設の廃止措置は、第２期中期計画に基づき進められてお

り、福島第一原子力発電所事故対応等の影響を最小限に抑えつつ、着実に実施されてい

る。また、廃棄物処理施設の整備については、当初計画よりも遅れぎみであるが関係者

の努力により着実に進められている。

(2) 廃止措置及び放射性廃棄物処理処分に関する技術開発は、現状の技術課題を適確に選

択し、今後多くの廃止措置や処理処分への活用を目的とした意義のあるものである。

(3) これらの技術開発成果は、他の原子力施設の廃止措置を効率的に進めることや放射性

廃棄物の処理処分に適用できる。

委 員 会 か ら の 答 申 書 に つ い て は 、 添 付 3「 研 究 開 発 課 題 の 中 間 評 価 に つ い

て （ 答 申 ）」 に 示 す 。

ま た 、中間評価の具体的な内容については、添付 4「「原子力施設の廃止措置及び関連

する技術開発」の中間評価結果」、添付 5「「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」

の中間評価結果」及び添付 6「各委員の評価結果」に示す。
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添付 1
平成 24 年度 バックエンド推進・評価委員会 中間評価対象項目

区分 第１回目 第２回目

廃止措置エンジニアリングシステム開発 ○

クリアランスレベル検認評価システム開発 ○

「ふげん」解体技術等開発 （切断工法、トリチウム除去）※
１

○

プルトニウム取扱施設解体技術等開発 ○
再処理特別研究棟 ○
廃棄物管理システム開発 ○
廃棄体化処理技術開発（セメント固化、脱硝、アスファルト
固化体特性、アクチノイド除染）

○

澱物処理技術開発 ○
廃棄体確認技術開発 （放射能測定評価技術（簡易迅速分
析、高線量分析）

○

放射能評価技術開発（原科研廃棄物評価方法） ○
余裕深度処分 ○
TRU 廃棄物地層処分 ○

高減容処理施設 ○

固体廃棄物減容処理施設（OWTF） ○

東海固体廃棄物廃棄体化施設（TWTF） ○

東海地区ウラン濃縮施設 ○
新型転換炉「ふげん」＋クリアランス ※１ ○
濃縮工学施設、ウラン濃縮原型プラント、製錬転換施設、
人形捨石堆積場、人形鉱さい堆積場

○

研究炉2（JRR-2）、再処理特別研究棟、ホットラボ施設（照
射後試験施設） +旧JRR-3コンクリートクリアランス※２

廃止措置に着手する施設 ウラン濃縮研究棟、液体処理場 ※２

廃止措置を終了する施設
保障措置技術開発試験室施設（SGL）、モックアップ試験室
建家※２

対象項目

技
術
開
発

原子力施設の廃止措置の技術開発

放射性廃棄物処理の技術開発

放射性廃棄物確認等の技術開発

放射性廃棄物処分の技術開発

放
射
性
廃
棄
物

処
理
処
分

○

低レベル放射性廃棄物処理

原
子
力
施
設
の
廃
止
措
置

廃止措置を継続する施設

○：報告対象項目

※1 ：ふげんの廃止措置の状況としてまとめて報告を行う。

※2 ：原子力科学研究所施設の廃止措置の状況としてまとめて報告を行う。
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添付 2-1

バックエンド推進・評価委員会委員：　＊＊＊＊

評価 意見等

研究開発及び事業推進の目
的・意義
（研究開発の必要性）
（事業推進の必要性）

研究開発成果の貢献
（研究開発の有効性）

研究開発及び事業推進の目
標・計画と成果
（研究開発の効率性）
（事業推進の効率性）
その他
（東日本大震災を踏まえた対
応）

総合評価

A：妥当である
B：概ね妥当である
C：一部計画変更が必要
D：大幅に計画変更が必要

課題名：「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」

    評価シート

評価基準
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添付 2-2

バックエンド推進・評価委員会委員：　＊＊＊＊

評価 意見等

研究開発及び事業推進の目
的・意義
（研究開発の必要性）
（事業推進の必要性）

研究開発成果の貢献
（研究開発の有効性）

研究開発及び事業推進の目
標・計画と成果
（研究開発の効率性）
（事業推進の効率性）
その他
（東日本大震災を踏まえた対
応）

総合評価

A：妥当である
B：概ね妥当である
C：一部計画変更が必要
D：大幅に計画変更が必要

課題名：「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」

    評価シート

評価基準
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添付 3

平成 25 年 2 月 7 日

独立行政法人 日本原子力研究開発機構

理事長  鈴木 篤之 殿

 バックエンド推進･評価委員会

委員長    杤山 修

研 究 開 発 課 題 の 中 間 評 価 に つ い て （ 答 申 ）

平成 24 年 7 月 23 日付貴発「24 原機（B）001」において諮問のありました「 原 子 力

施 設 の 廃 止 措 置 及 び 関 連 す る 技 術 開 発 」 及 び 「 放 射 性 廃 棄 物 処 理 処 分 及 び 関

連 す る 技 術 開 発 」 に 関 す る 中 間 評 価 の結果を別紙のとおり答申します。

別 紙  ：  研 究 開 発 課 題 の 中 間 評 価 結 果

以 上
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別 紙

研究開発課題の中間評価結果

バックエンド推進・評価委員会

研究開発課題「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」及び「放射性廃棄物処理

処分及び関連する技術開発」について中間評価を実施した。その結果、以下のとおり「妥

当」と判断する。

(1) 原子力機構における原子力施設の廃止措置は、第２期中期計画に基づき進められてお

り、福島第一原子力発電所事故対応等の影響を最小限に抑えつつ、着実に実施されてい

る。また、廃棄物処理施設の整備については、当初計画よりも遅れぎみであるが関係者

の努力により着実に進められている。

(2) 廃止措置及び放射性廃棄物処理処分に関する技術開発は、現状の技術課題を適確に選

択し、今後多くの廃止措置や処理処分への活用を目的とした意義のあるものである。

(3) これらの技術開発成果は、他の原子力施設の廃止措置を効率的に進めることや放射性

廃棄物の処理処分に適用できる。

なお、以下の２点について更なる取り組みを期待するとともに、今度とも本委員会とし

てフォローする。

(1) 放射性廃棄物の処理処分に関する技術開発は、我が国のバックエンド対策を進める上

で重要な課題である。技術開発に当たっては、唯一の原子力研究開発機関として処理か

ら処分までの全体的な視点に立って合理的かつ効率的な処理処分を目指し、先導的な役

割を担ってほしい。

(2) 原子力機構の潜在的な技術能力を発揮し、福島第一原子力発電所の廃止措置の技術開

発に一層貢献できるよう取り組んでほしい。
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添付 4

「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」の中間評価結果

「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」については、

1.「研究開発及び事業推進の目的・意義」

2.「研究開発成果の貢献」

3.「研究開発及び事業推進の目標・計画と成果」

の観点から評価を実施した。

また、「その他（東日本大震災を踏まえた対応）」については、上記 3 項目の評価に際し

参考とするために、原子力機構が実施する技術開発と福島第一原子力発電所の廃止措置と

の関連性や適用性を確認した。

1.「研究開発及び事業推進の目的・意義」について

原子力機構が保有する原子力施設の廃止措置は、福島第一原子力発電所事故や原子力

政策の如何に関わらず必ず実施しなければならない課題である。また、本事業を着実に

推進することが、国民の原子力に対する社会的関心や安全安心の社会要請に沿うもので

ある。

さらに、廃止措置に関する技術開発を行うことは、今後多くの原子力施設の廃止措置

が計画されていることから有意義であり、日本の廃止措置技術のレベルを世界に向けて

発信する絶好のチャンスでもある。

2.「研究開発成果の貢献」について

原子力機構は、研究施設、原子炉施設、ウラン加工施設、プルトニウム燃料加工施設

など廃止措置に係る技術実証ができる多種多様な原子力関連施設を保有している。これ

らの施設で行われる廃止措置や廃棄物のクリアランスは先導的事業であり、今後行われ

る原子力施設や商業炉の廃止措置及びそれに伴う廃棄物のクリアランスを効率的に進

めることに貢献するものである。

具体的には、原子炉解体に係る切断工法の技術開発及び廃棄物のクリアランスレベル

検認評価システムの開発等がある。

3.「研究開発及び事業推進の目標・計画と成果」について

原子力機構の廃止措置及び関連する技術開発は、第２期中期計画に基づき進められて

おり、福島第一原子力発電所事故対応等の影響が見られるものの、概ね計画通り達成で

きている。また、計画を進める上で予知しない事象を発見した際には計画や工程を見直

すなど臨機応変な対応が図られている。
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以上の評価から、「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」の総合評価は「妥

当」と判断する。

なお、原子力機構が更により良い研究開発を進めるために、以下の意見を参考として

取り組まれるよう期待する。

(1)「研究開発及び事業推進の目的・意義」関連

○ 事業の推進は、主として資金投入・人的資源の確保、社会的な合意形成で限界があ

る。原子力機構は、当然ながら最大限の努力を払うことが必要であるが、原子力機

構の努力範囲を越えた阻害要因を整理し、バックエンドの重要性について社会一般

に受け入れられるよう理解促進に資することを期待する。

○ バックエンド関連の技術開発は、廃止措置を進める上で今後も大きな意義をもち、

事業面からの必要性も高まると考えられる。技術開発は、広い視野をもって行い、

ブレークスルーによる技術開発の拡大に繋がるよう取り組むとともに、他の原子力

施設の廃止措置にも活用されるよう期待する。

(2)「研究開発成果の貢献」関連

○ 国内の原子力施設の廃止措置は、今後増加するものと予想される。廃止措置を行う

ための人材確保及び人材育成並びに知識継承に関しては、引き続き努力するととも

に、技術開発の成果を、電気事業者や関連事業者へ円滑に展開されることを期待す

る。

○ 社会が廃止措置の経験を共有・継承するためには、セーフティケースとして全ての

施設の廃止措置計画の作成や工程管理のプロセスにおいてどのような困難に遭遇し

たかなどを記録し、技術伝承する仕組みを確立することを期待する。

(3)「研究開発及び事業推進の目標・計画と成果」関連

○ 原子力機構の廃止措置を着実に推進するためには、集中的な投資を行い、一部の施

設の廃止措置を前倒しで行う等の検討を期待する。

例えば「ふげん」の廃止措置を今後加速することが要求されるが、技術の重点化

による効率向上と速度のスピードアップが必要となる。

○ 研究開発及び事業推進の目的の一つである事業の効率性あるいはコスト低減に対し

ては、目標、計画を明確にして進められることを期待する。

○ 廃棄物のクリアランス、サイトの解放基準、作業員の被ばく管理等に対する技術開

発は、放射線安全基準との整合を計りながら進めていくことを期待する。

○ 新たな施設の建設に際しては、設計・建設段階から将来の廃止措置も考慮した計画

を検討されることを期待する。
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(4)「その他（東日本大震災を踏まえた対応）」関連

○ 「ふげん」の切断工法に関する技術開発は、福島第一原子力発電所の廃止措置計画

の作成にも有効な情報として活用できる可能性がある。「ふげん」の廃止措置の中か

ら、福島第一原子力発電所の廃止措置の技術ポテンシャルを探る取り組みが進めら

れており継続されることを期待する。

○ バックエンドの計画を進める上で、福島第一原子力発電所事故対応とのバランスが

上手くとれているか懸念される面もあるため、原子力機構内で調整されることを期

待する。

○ 福島第一原子力発電所事故収束に向けた取組みを開始しているが、事故の現状をよ

く把握し、廃止措置等に直結するテーマを積極的に取り込む等、適用性の高い技術

を開発するよう期待する。

○ 福島第一原子力発電所事故収束に向けた取り組みとしては、廃止措置の経験や、技

術的な能力を持つ人材が必要とされる折、国民との相互理解が重要となる。このた

め東日本大震災後のように国民からの信頼が失われた状況に対しては、これまで進

めてきた「決定し、宣言し、防御する（Decide, Announce and Defend）」型ではな

く「関与を促し、相互に交流し、共同作業する（Engage, interact and co-operate）」
型へ転換し、地域・国民とのパートナーシップを構築することを期待する。

以 上

- �� -

JAEA-Evaluation 2014-002



添付 5

「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」の中間評価結果

「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」については、

1.「研究開発及び事業推進の目的・意義」

2.「研究開発成果の貢献」

3.「研究開発及び事業推進の目標・計画と成果」

の観点から評価を実施した。

また、「その他（東日本大震災を踏まえた対応）」については、上記 3 項目の評価に際し

参考とするために、原子力機構が実施する技術開発と福島第一原子力発電所の廃止措置と

の関連性や適用性を確認した。

1.「研究開発及び事業推進の目的・意義」について

原子力機構から発生する放射性廃棄物の処理処分や関連する技術開発は、国内の放射

性廃棄物の処理処分技術の発展に貢献しており、原子力施設の廃止措置を進める上で極

めて有意義である。

また、放射性廃棄物の処理処分及び関連する技術開発は、多くの研究開発要素が必要

とされている中で、必要かつ重要な課題である放射性廃棄物の減容、安定化処理等意義

のある技術開発が進められている。

2.「研究開発成果の貢献」について

放射性廃棄物の処理処分の技術開発は、堅実に進められており、処理処分の実用化に

貢献している。また、ウラン廃棄物やＴＲＵ廃棄物の技術開発は、合理的な処理処分方

策に貢献するものである。

研究施設等廃棄物は、多種多様な放射性核種で汚染しており、減容・安定化処理技術

の開発や放射性核種のインベントリ評価方法の技術開発は重要である。

3.「研究開発及び事業推進の目標・計画と成果」について

原子力機構の放射性廃棄物の処理施設の整備及び処理処分に関する技術開発は、第２

期中期計画に基づき進められており、福島第一原子力発電所事故対応等の影響が見られ

るものの、概ね計画通り進められている。

以上の評価から、「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」の総合評価は「妥当」

と判断する。
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なお、原子力機構が更により良い研究開発を進めるために、以下の意見を参考として

取り組まれるよう期待する。

(1)「研究開発及び事業推進の目的・意義」関連

○ 放射性廃棄物の処理処分技術は、確立しなければならない課題であり、その成果は

フロント側の活動にも役立つものである。そのため計画に沿って進められることを

期待する。

○ 福島第一原子力発電所事故対応については、政府・東京電力中長期対策会議におい

て研究開発計画が検討されているところであり、特に処理処分技術開発は関連性が

深いことから連携し柔軟に対応することを期待する。

(2)「研究開発成果の貢献」関連

○ アスファルト固化体の技術開発は、処分事業への影響も大きいことから、固化処理

技術の開発、保管中に放出される放射性核種データ、非放射性ガスの放出データの

取得及びヨウ素や炭素のインベントリの評価について、長期的な視点から継続的な

取り組みを期待する。

○ 廃棄物管理システムの成果が原子力機構以外においても活用されるよう期待する。

○ ウラン廃棄物やＴＲＵ廃棄物の処理処分に係る技術開発の検討を進める際には、他

事業者のニーズをよく把握して進めることを期待する。

○ 放射性廃棄物の処理技術の開発は、性能や効率の向上が求められるため、常に認識

しながら技術開発を進めることを期待する。

○ 放射性廃棄物の処分事業は、長期的な事業であるため人材育成等が重要な課題であ

る。産官学との連携のもと引き続き努力されることを期待する。

○ 処理処分に係る技術開発成果の公開に際しては、ホームページでの公開や学会発表

等による公表にとどまらず、国民に十分理解してもらえるような工夫を実施するこ

とを期待する。

(3)「研究開発及び事業推進の目標・計画と成果」関連

○ 廃棄物処理施設の整備は、貯蔵施設における放射性廃棄物の保管容量の制限から、

貯蔵施設の満杯対策として、建設スケジュールを厳守することが大事であるが、一

部工程遅れに対して計画通り進められるよう努力することを期待する。

○ 廃棄物処理施設は、高減容処理施設の処理効率の向上と他処理施設の早期稼働を目

指し努力するとともに、抜本的な放射性廃棄物の保管対策についても検討されるこ

とを期待する。

○ 放射性廃棄物の処理処分については、更なるコストダウン、技術開発の合理化、ス

ピードアップを目指した取り組みを期待する。
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○ 澱物の処理技術は、検討している基本プロセスで処理可能と推定するが、澱物イン

ベントリの不均一性、多様性を考慮し工学的規模の試験により実証されることを期

待する。

○ 澱物の固化プロセスの確認は、反応メカニズムを理解した上で試験データを取得す

るとともに、長期安定性の見地から固化体の化学的変遷についても十分な知見が得

られるよう取り組むことを期待する。

(4)「その他（東日本大震災を踏まえた対応）」関連

○ 福島第一原子力発電所事故では、放射性廃棄物の処理処分に関する多くの研究開発

課題が発生した。この課題の中には、緊急性の高い課題と長期的に解決すべき課題

があり、原子力機構の対応により社会のニーズに応える成果が得られつつある。福

島第一原子力発電所事故収束に向けて、継続して取り組むことを期待する。

○ 開発された放射能測定手法や減容・安定化処理技術が、福島第一原子力発電所の廃

棄物の処理処分の技術開発に活用されるよう、関係事業者に成果が円滑に展開され

ることを期待する。

○ 原子力機構内での福島第一原子力発電所事故に対する対応マネージメント体制とバ

ックエンド推進部門の役割や分担が不明確であるため、福島第一原子力発電所事故

対策への組織的な関与が高められるような措置を期待する。

○ 放射能測定技術の開発成果が、福島第一原子力発電所の実試料の効率的な分析に寄

与している。また、福島第一原子力発電所事故廃棄物の処理処分の実現に向けた検

討にも貢献しており、更なる取り組みを期待する。

○ 原子力機構が福島第一原子力発電所事故の収束に向け協力する意義は大きい。一方、

関連する技術開発の状況等は、地元住民にも更に判りやすく説明することを期待す

る。

以 上
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添付 6
【原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発】

各委員の評価結果（総合評価）

評価＊ 委員数 意見等

Ａ ６ ・事業、研究開発とも計画、目標に沿って、適切に進捗しており妥当

である。

・福島事故対応が非常に重要な課題であることはいうまでもないが、

原子力機構に存在する原子力施設の廃止措置やクリアランス等はも

ともと重要な課題であり、原子力機構全体で上手にバランスをとっ

て進めてもらいたい。

・IAEA 安全基準文書においても、原子力施設の設計時における廃止

措置の考慮が唱われている。バックエンドの研究において、廃止措

置や発生廃棄物発生量低減の観点より、設計／運転に提言できる項

目があれば、提案されることを期待する。

・与えられた条件を所与のものとして捉えれば、事業推進の努力、成

果は十分と考えられるが、与えられた条件が枷となっていることを

考えれば、その不都合が将来的に改善されるようにするという努力

（測りにくいものではあるが）は不十分である。

・福島第一事故による混乱や緊急対応という難しい状況の中でも、着

実な廃止措置への取り組みを進めて来ていることを評価したい。し

いて言うならば、福島事故後の環境条件の変化に対して、廃止措置

技術の重要度の再吟味などの、変化に応じた評価の迅速性が求めら

れているが、福島対応への貢献も進めており、出来る範囲の事には

取り組んできたと評価したい。

・福島第一の収束に多くのリソースをとられる中、ほぼ計画通りに研

究・事業を遂行されたことは評価できる。なお、クリアランスにお

いてまず自事業所における活用から始めることは理にかなっている

が、国の機関として、事業所外での有効利用にも先陣を切っていた

だきたい。

・全体的に良く練られた計画で妥当である。

Ｂ ２ ・概ね妥当であると考える。

・技術的課題とそれらに対する検討は計画的に適切に進められている。

しかしながら社会的状況および東日本大震災を受けて一部計画の見

直しが必要になる可能性がある。

Ｃ ０

Ｄ ０

＊ A：妥当である、B：概ね妥当である、C：一部計画変更が必要である、

D：大幅に計画変更が必要である
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各委員の評価結果（研究開発及び事業推進の目的・意義）

評価＊ 委員数 意見等

Ａ ７ ・不要になった原子力施設、放射性廃棄物の処理処分を円滑に進める

ことは国民の原子力受容性の観点からも重要であり、福島事故によ

ってますますその重要性が増している。

・原子力機構の実施しているその他の研究開発とは異なり、目的・意

義としては評価視点の③（社会的意義）に重点を置くことは妥当で

ある。

・原子力に関して厳しい目が向けられている中、原子力における人材

確保は重要な課題である。今後は廃止措置の増加等、バックエンド

の人材確保が特に重要であり、バックエンド研究が若い技術者にと

って魅力あるテーマであることを期待する。

・自らの原子力施設の廃止措置の必要性については、もちろん異論の

あるものではないが、いつ事業を進めるか、いつまでに廃止するか

の計画については、十分詳細な検討を行って計画を立てるべきであ

る。現在の状況は、次から次とでてくる廃止措置の必要のある施設

を順番に廃止していく形になっているようだが、施設の計画・建設

段階では、廃止措置の計画も含める必要がある（IAEA WS-R-5）。
このことを上流に対してきちんと発信していただきたい。

・原科研と核サ研における利用性の低い施設を早期に廃止に持ち込む

必要性は、福島事故以降も、なんら変わらない。また、地元東海村

からも廃止措置を適宜進めることが求められていることを考える

と、原子力政策が混乱している時期であっても、廃止措置への取り

組みは過度に停滞させてはならない。ましてや、減原子力の方向性

の中で廃止措置へのニーズや社会的関心は、かえって高まっており、

本事業を着実に進めることは、社会要請に沿うものである。

・原子力機構の所有する設備について、その廃止措置を計画的、効率

的に進めること、またそれに関連する各種技術開発を行うことは、

今後多くの原子力施設において廃止措置が行われるであろう状況を

踏まえ、有意義なものと評価できる。

・バックエンド関連の技術開発はこれからも大きな意義を持つ。研究

事業面での必要性は大きい。

Ｂ １ ・我が国唯一の原子力開発研究機関として、自ら所有する原子力施設

以外の廃止措置にも役立つ廃止措置技術という広い視野をもって研

究開発して欲しい。

Ｃ ０

Ｄ ０

＊ A：妥当である、B：概ね妥当である、C：一部計画変更が必要である、

D：大幅に計画変更が必要である
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各委員の評価結果（研究開発成果の貢献）

評価＊ 委員数 意見等

Ａ ６ ・わが国の廃止措置やクリアランスに対して先導的な事業であり、そ

の成果を今後の原子力施設や商業炉に適用、貢献していっている。

・人材育成、知識の継承に関しては今後ますます重要になってくるも

のであり、引き続き努力してもらいたい。

・我が国においては、今後も、廃止措置／廃棄物処分（クリアランス

等）が増加するものと予想されている。今後も、電気事業者や関連

事業者に成果が円滑に普及されることを期待する。

・限られた予算の中で計画通りに廃止措置を実施し、技術の実用化へ

の貢献されている。

・技術開発のうち、特に原子炉解体に係る切断技術の開発、クリアラ

ンス検認に関し作業の軽減と効率化を図るためのｼｽﾃﾑの開発は、今

後行われる廃止措置やそれに伴って必須となる廃棄物のクリアラン

スを確実かつ効率的に進めることに貢献するものと評価できる。

・これからの廃炉時代に向けて、研究開発成果を充分に社会に還元さ

れたい。

Ｂ ２ ・自らの施設を廃止するという目標に集中しすぎて、廃止措置の過程、

工程での経験を社会で共有し、次世代に継承するための努力が不足

しているように感じる。全ての施設の廃止措置について、例えば

IAEA WS-R-5 や WS-G-5.2 などの枠組みに沿って、事業のセーフテ

ィケースがどのように作成され、どのように各工程が実施されたか、

どのような困難に遭遇したかなどが記録として残されるべきである

と考える。記録の中には今後利用できる技術、繰り返しの開発努力

の不要性を示す失敗経験、資金不足や社会的合意を得るときの経験

等々が含まれる。

・本事業では、研究施設、原子炉、ウラン施設、MOX 施設等、原子

力関連の多様な施設がほぼ全て包含されている。商業施設と比べる

と規模は小さいが、廃止に利用する技術の実証の場としては、大変

貴重である。一方、得られた成果の電力事業者への提供や、関連す

る対社会説明については、前向きに行ってきた事を聞いているが、

福島の事故やその後の社会的な状況を考慮すると、従来のやり方を

超えるようなより積極的な取り組みが求められ始めていると考えら

れる。総合エンジニアリングとしてのまとめだけでなく、技術の中

身や意義を、率直に世間に公開する活動はもっと広げる必要がある。

Ｃ ０

Ｄ ０

＊ A：妥当である、B：概ね妥当である、C：一部計画変更が必要である、

D：大幅に計画変更が必要である

- �� -

JAEA-Evaluation 2014-002



各委員の評価結果（研究開発及び事業推進の目標・計画と成果）

評価＊ 委員数 意見等

Ａ ５ ・計画、進捗状況とも妥当である。

・社会、事業者、規制への情報発信、理解促進の努力も妥当である。

・今後も当初計画通り、あるいはさらに前倒しするよう進めてもらい

たい。

・廃止措置に関しては、福島事故の影響は見られるが、計画通りに進

められている。

・事業の推進は、主として資金と人材資源の投入量および社会的合意

により限界づけられている。このような制限を与えられたものとす

れば、その制限の中で十分な努力がなされている。しかし、バック

エンドの宿命ともいえるこのような制限が廃止措置事業の推進を阻

害しているとすれば、そのことをきちんと社会に発信すべきである。

このため、是非、学ばれた教訓としてそのような問題があったこと

を整理して示してほしい。

・計画している工程表に沿って、概ね、計画通り進んでいる。また、

汚染の発見によって工程を見直すなどの、臨機応変な取り組みを進

めていることを評価出来る。ふげんの廃止については、原子力政策

の変更を受けて、今後、むしろ加速することが求められるであろう

から、今後は、技術的な重点化などの効率性アップと速度アップが

求められる事になると考えられる。そのような動きに適宜対応出来

るような体制を準備すべきである。

・技術開発と放射線安全基準との整合を取っていくべき。例えばクリ

アランス、サイト解放基準、被ばく管理など。（もちろん、なされて

いると思うがさらなる努力を期待したい）

Ｂ ３ ・供用後劣化している施設にも資源投入し早く廃止措置を進めるべき。

・学会等の場だけでなく、平易な言葉で広く国民にも活動をアピール

すべき。

・技術的課題とそれらに対する検討は計画的に適切に進められている。

しかしながら社会的状況および東日本大震災を受けて一部計画の見

直しが必要になる可能性がある。

・目標、計画に掲げられた事項について、研究、事業ともに概ね計画

どおり達成できていると評価できる。但し、目的に掲げられた効率

的あるいはコスト低減ということに対し、目標、計画において具体

的な項目が掲げられていないことから、達成度合いが評価できない。

Ｃ ０

Ｄ ０

＊ A：妥当である、B：概ね妥当である、C：一部計画変更が必要である、

D：大幅に計画変更が必要である
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各委員の意見等（その他（東日本大震災を踏まえた対応））

・事故収束に向けた取組みを開始しており、今後現場に役立つ技術開発が進められるこ

とを期待。

・不確定要素が多い中、各部門とも適切に対応していると考える。

・ふげんにおける「切断技術の評価研究」は、福島第一廃炉計画の中で、いずれ有効な

情報として利用出来る可能性がある。既に進んでいるふげんの廃止措置対応の中か

ら、福島第一廃炉に向けてポテンシャルを有する技術を探る取り組みを進めているこ

とは、大いに評価出来る。

・福島第一において溶融燃料を安全、確実に撤去するための切断装置の開発は、同発電

所の廃止措置の着実な遂行のために重要なものであると評価できる。開発に際して

は、福島第一に現状をよく把握しつつ、より適用性の高い検討を行っていただくこと

を希望する。

・既存の計画の中で、福島事故対応に反映できる成果をとりまとめる努力がなされてい

ることは評価できる。ただし、本来の計画に齟齬が生じないように当初計画を進めて

もらいたいという観点からは、福島対応とのバランスがうまくとられているのかどう

か分かりにくい。

・この事故により、今後本事業を担当している部署は、この事業の経験を情報として求

められ、震災後の廃止措置や処理処分事業ではその技術的能力を持つ人材として必要

とされる。このとき問題になってくることとして、国民との相互理解がある。本事業

はこれまで主として DAD（Decide, Announce and Defend）型で情報発信や地域と

の相互理解を進めてきたが、震災後のように信頼関係が失われた状況では、Engage,
interact and co-operate 型としてパートナーシップ構築を迫られることになる（ク

リアランスではこの問題を回避して、事業所内にクリアランス物を用いるという選択

をしている）。これに対する準備が必要である。

・計画の期間の途中であっても、福島第一の廃炉等に直結するテーマを積極的に取り込

めるようにして欲しい。
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【放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発】

各委員の評価結果（総合評価）

評価＊ 委員数 意見等

Ａ ７ ・必要かつ重要な課題が適切に選択され、着実に研究開発がすすめら

れ、有用な成果が得られており、総合して妥当である。

・技術開発は妥当である。

・外的要因により、一部、スケジュールの修正も見られるが、各項目

とも着実に進捗している。

・震災後の厳しい時期にも拘わらず、非常によく頑張っていると評価

できる。予算やマンパワー不足により停滞する事なく実施されるこ

とを願う。

・ほぼ計画通りに研究・事業を遂行されたことは評価できる。なお、

個々の技術開発にとどまることなく、国の機関として、廃棄物全体

を通して安全で合理的な処分の在り方についても検討を進めて欲し

い。

・全体的におおむね妥当であるが、さらなるコストダウン、研究開発

の合理化、スピードアップを目指して欲しい。

Ｂ ２ ・この分野の最終的なゴールは合理的かつ安全に放射性廃棄物を処分

することである。立地等の問題があるものの、原子力機構がセンタ

ーとなって放射性廃棄物処分が進むことを期待する。

・福島事故以降、原子力機構での福島事故対応に関して、予算や組織

に関わる混乱がある中で、研究施設等廃棄物の処理処分技術（及び

関連技術）の研究を着実に進めていることは評価出来る。一方で、

規制上の問題などで廃棄物処理施設の稼働が遅れていることが懸念

される。

Ｃ ０

Ｄ ０

＊ A：妥当である、B：概ね妥当である、C：一部計画変更が必要である、

D：大幅に計画変更が必要である

- �� -

JAEA-Evaluation 2014-002



各委員の評価結果（研究開発及び事業推進の目的・意義）

評価＊ 委員数 意見等

Ａ ８ ・放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発に関しては、非常に広

範多岐にわたる研究開発が必要とされているが、その全てを課題と

して扱うには、資金及び人材資源が不足しているのが現状である。

その意味で、多くの要求の中より、最も重要で当面の工学的解決に

必要と考えられる課題が選択されている。

・放射性廃棄物の処理処分技術の確立は、上流側の方針によらず実施

していかなければならない課題であり、ひいては上流側の安定した

活動にも資するものといえる。是非計画に沿って粛々と進めて頂き

たい。

・目的・意義に関しては、現状を反映して妥当である。福島事故対応

については、政府・東電中長期対策会議において研究計画が検討さ

れているところでもあり、今後も柔軟に連携出来る部分については

対応することを期待する。

・現存する放射性廃棄物の減容、安定化を目指しており、必要かつ意

義のある技術開発である。

・低レベル放射性物質の処理技術の高度化と、自らの施設内での廃棄

物の蓄積に対処するために、処理処分と関連技術開発を進めること

は重要である。原子力機構の研究開発がやや縮小に向かう中で、研

究開発活動の負の遺産に対する姿勢は重要である。

・原子力機構から発生する廃棄物の処理処分の実現、またそれに関連

する各種技術開発を通じて、我が国の合理的な処理処分に寄与する

ことは、有意義なものと評価できる。

・現存のバックエンドの重要性に対応して妥当である。

Ｂ １ ・我が国唯一の原子力研究開発機関として、例えばウラン燃料メーカ

ーのウラン廃棄物の処理処分などにも適用できるような技術開発を

目指して欲しい。

Ｃ ０

Ｄ ０

＊ A：妥当である、B：概ね妥当である、C：一部計画変更が必要である、

D：大幅に計画変更が必要である
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各委員の評価結果（研究開発成果の貢献）

評価＊ 委員数 意見等

Ａ ８ ・堅実に研究開発がすすめられ、処理処分の実施に貢献できる成果が

出ている。

・研究施設等廃棄物は、性状の幅があり、含まれる放射性核種もさま

ざまであることから、減容・安定化処理技術の開発や放射性核種イ

ンベントリの把握方法の確立は有効である。特に合理的な処分のた

めには、出来る限り処理側で処分への負担を除去することや、現実

的な放射性核種インベントリを把握することで現実的な線量評価が

出来るようにすることは非常に有効である。特に量の多いアスファ

ルト固化体については、処分への影響も大きいことから、さらに処

理する技術の開発、あるいは処理をしないまでも、処分場の操業安

全のデータとして使うため保管中に放出される放射性核種、非放射

性ガスの放出データの取得を、また、閉鎖後長期安全性評価に使う

ためヨウ素や炭素のインベントリの現実的評価を今後も継続して実

施してもらいたい。

・廃棄物管理システムについてはその成果が原子力機構以外において

も大いに活用されるよう希望する。

・廃棄物処分は長期課題でもあり、人材育成にも引き続き注力して頂

きたい。

・定められた予算枠の中で適切に放射性廃棄物の処理を進めており、

処理処分技術の実用化に貢献している。

・計画段階、予備的調査段階、工学規模実証段階、操業段階それぞれ

について、着実に進められている。

・ウラン廃棄物の処理や、TRU 廃棄物の処分に係る技術開発成果は、

これらの廃棄物処分の実現に貢献できるものと期待できる。今後、

さらに検討を進めるに際しては他の事業者のニーズをよく理解しつ

つ進めて欲しい。

・特に高レベル等の成果を実施主体等へ還元されることに留意された

い。

Ｂ １ ・研究施設等廃棄物の処分事業に向けて、放射性廃棄物の前処理は重

要である。一方、処理技術への取り組みにおいて、処理技術の性能

や効率の強化がまだまだ必要である。

Ｃ ０

Ｄ ０

＊ A：妥当である、B：概ね妥当である、C：一部計画変更が必要である、

D：大幅に計画変更が必要である
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各委員の評価結果（研究開発及び事業推進の目標・計画と成果）

評価＊ 委員数 意見等

Ａ ６ ・原子力機構の廃棄物を処理処分していくこと、日本全体の廃棄物（東

日本大震災福島第一事故由来のものを含む）を処理処分していくこ

と、当面なすべきこと、より長期の計画中でなすべきことを考慮し

て、研究開発と処理処分の実施の計画が適切に立てられている。

・放射性廃棄物のインベントリを精度よく把握し管理するシステム、

技術は重要である。これらのデータは、現状の把握だけでなく、処

分時のデータとしても使用出来るようにすることで、将来の処分を

合理的に行うことが出来る。また、データにもとづき、将来予測を

的確に行うことで、保管施設容量の見通しや増設計画、処分計画へ

の反映を行うことが出来る。一方で、このような管理システムにつ

いては、日本大の廃棄物発生者間の整合性も重要であるので、今後

は、他の事業者（発電、サイクル）とも調整を図りながら、効率的

な技術開発や事業推進を図って頂きたい。

・廃棄物保管庫容量の観点から、スケジュールの厳しい項目もあり、

今後も計画通り進めて頂きたい。

・震災の影響を受け、やや遅れ気味とも思えるが、マンパワーの最適

化を行いつつ実施されていると思う。

・ここにきて、原子力機構内に福島対応事業の必要性が生じているの

で、全体の計画との関連性を見直していく必要があろう。

Ｂ ３ ・社会への情報発信として、学会等の専門家の場だけでなく、広く国

民にも活動をアピールする場を作ってほしい。

・処理施設の減容率などの性能が十分なレベルに達していない可能性

が懸念される。規制の問題等から、低レベル廃棄物の処理が遅れて

いることから、サイト内での放射性廃棄物の蓄積が余裕のない状況

に近づいているように見られる。処理施設の効率性向上と早期稼働

を進めることに努力すると共に、廃棄物が管理容量を超えるリスク

を回避する措置についても検討が急がれる。

・目標、計画に掲げられた事項について、研究、事業ともに概ね計画

どおり達成できていると評価できる。但し、我が国において廃棄物

処分が必要とされる時期を踏まえ、スケジュール感をもって検討を

進めて欲しい。また、研究成果の公開に際して、単に HP 上での公

開や学会誌等での公表にとどまらず、広く一般国民に理解してもら

うような工夫が望まれる。

Ｃ ０

Ｄ ０

＊ A：妥当である、B：概ね妥当である、C：一部計画変更が必要である、

D：大幅に計画変更が必要である
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各委員の意見等（その他（東日本大震災を踏まえた対応））

・東日本大震災福島第一事故では、特に廃棄物処理処分の分野に、多くの必要とされる

研究開発の課題が生まれた。これらの課題の中には緊急に解決すべき課題とより長期

的視点に立って解決すべきものがあるが、いずれに対しても限られた資源の中で最善

を尽くす努力がなされており、必要に応える成果が得られつつある。

・開発される放射能測定手法や減容・安定化技術は福島第一廃棄物の処理処分技術開発

のためにも有効なものが多いので、事業者に引き渡せるよう、成果のとりまとめや、

適用方法の提案などを行い、活用出来るようにして頂きたい。特に廃棄物の処理処分

の検討のために廃棄物の特性、インベントリ評価を可能な限り現実的に行って頂きた

い。

・原子力機構全体として震災復興に協力しており、その意義は大きいと考える。一方、

地元に更に判りやすく技術や方法を伝えるとともに、国に対し法的な協力を求めるこ

とも重要と考える。

・原子力機構において、福島事故後対応のマネージメント体制とバックエンド推進部の

役割の関係が良く見えない。バックエンド推進部としては、廃棄物処理処分に関する

専門性を持ちながら、福島事故関連の廃棄物対策の研究開発に、なかなかコミット出

来ていないのではないか。原子力機構内の福島事故対策への、バックエンド推進部の

関与を高められるような措置を期待する。

・放射能測定技術の開発成果については、福島第一での実試料の効率的な分析を可能と

し、当該サイトの廃棄物の処理処分の実現に向けた検討に貢献している。

・既に、議論があったように、今回の評価とは別の形で提案される方が良い。
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参考資料

参考資料 1 研究開発課題の中間評価について（諮問）

参考資料 2 課題説明資料

参考資料 2－1 「原子力施設の廃止措置」について

参考資料 2－2 「原子力施設の廃止措置に関連する技術開発」について

参考資料 2－3 「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」の中間評価結果について(各
委員のご指摘に対する考え方)

参考資料 2－4 「放射性廃棄物処理処分」について

参考資料 2－5 「放射性廃棄物処理処分に関連する技術開発」について

参考資料 2－6 「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」の中間評価のご意見に対

する考え方
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参考資料 1 研究開発課題の中間評価について（諮問）
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２４原機（Ｂ）００１

平成２４年７月２３日

研究開発・評価委員会

（バックエンド推進・評価委員会）

委員長 杤山 修 殿

独立行政法人日本原子力研究開発機構

理事長 鈴木 篤之

研究開発課題の中間評価について（諮問）

 「研究開発・評価委員会の設置について」（17(達)第 42号）第 3条第 1項に基づき、次の事項

について諮問します。

記

〔諮問事項〕

・「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」に関する中間評価

・「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」に関する中間評価

以 上
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参考資料 2 課題説明資料

参考資料 2－1 「原子力施設の廃止措置」について
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参考資料 2－2 「原子力施設の廃止措置に関連する技術開発」について 
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3

－プルトニウム燃料第二開発室 廃止措置技術開発－

3.今後の計画

① 残材処理

② 不稼働GB設備の解体撤去
（グローブボックス等）

③ 解体廃棄物の保管

④ 建屋の解体

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 ～

第2期中期計画

解体物の施設内保管

PWTF焼却減容処理 （TWTF処理）

第3、4期中期計画 第5期中期計画

GB設備解体

解体技術開発 給排気設備の解体

譲渡先の明確化後、順次譲渡

プルトニウム燃料第二開発室の廃止措置計画

残材集合体化終了後、施設内保管

（反映可能技術の活用）

（1） 不稼働GB等老朽化設備の廃止措置予算・要員の確保（保安維持にも必須）
（2） 核燃料物質の整理を迅速に進めるための予算・要員確保

（3） 核燃料物質の譲渡先の明確化（再処理には炉規法の改正が必要）

（4） 解体廃棄物発生量の低減（二次廃棄物低減含む）

（5） GB設備、給排気設備等の深刻な老朽化の進展（震災により顕在化）

4.課題

1

－プルトニウム燃料第二開発室 廃止措置技術開発－

3.今後の計画

① 残材処理

② 不稼働GB設備の解体撤去
（グローブボックス等）

③ 解体廃棄物の保管

④ 建屋の解体

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 ～

第2期中期計画

解体物の施設内保管

PWTF焼却減容処理 （TWTF処理）

第3、4期中期計画 第5期中期計画

GB設備解体

解体技術開発 給排気設備の解体

譲渡先の明確化後、順次譲渡

プルトニウム燃料第二開発室の廃止措置計画

残材集合体化終了後、施設内保管

（反映可能技術の活用）

（1） 不稼働GB等老朽化設備の廃止措置予算・要員の確保（保安維持にも必須）
（2） 核燃料物質の整理を迅速に進めるための予算・要員確保
（3） 核燃料物質の譲渡先の明確化（再処理には炉規法の改正が必要）
（4） 解体廃棄物発生量の低減（二次廃棄物低減含む）
（5） GB設備、給排気設備等の深刻な老朽化の進展（震災により顕在化）

4.課題
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参考資料 2－3 「原子力施設の廃止措置及び関連する技術開発」の 

中間評価結果について 

（各委員のご指摘に対する考え方） 
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参考資料 2-4 「放射性廃棄物処理処分」について 
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参考資料 2－5 「放射性廃棄物処理処分に関連する技術開発」について 
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JAEA

中期目標においては、「保有する原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分は原子
力の研究、開発及び利用を進めるために重要な業務であり、計画的、安全かつ合理的に実施し、
原子力施設の設置者及び放射性廃棄物の発生者としての責任を果たす」とされ、放射性廃棄物
の処分技術開発は原子力機構の行うべき業務と位置付けられている。

そのため、余裕深度処分対象となる低レベル放射性廃棄物の合理的な処分に向けた技術的検
討（被ばく線量評価など）を進めており、これは原子力機構が達成すべき中期目標に合致している。

※参考
独立行政法人日本原子力研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標(中期目標)
Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項
3．自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分に関する事項
3) 低レベル放射性廃棄物の処分については、余裕深度処分、TRU地層処分の合理的な処分に向けた検討を行う。

独立行政法人日本原子力研究開発機構の中期目標を達成するための計画（中期計画）
6． 自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分に係る技術開発
(2) 放射性廃棄物処理処分・確認等技術開発

余裕深度処分については、発生源によらない一元的処分に向けた被ばく線量評価を行う。

2

【技術開発の目的について】

　　　　　　　　   　　　　　　　　　    　年　度
　　　項　目

20 21 22 23 24 25 26

余裕深度処分対象廃棄物の一元的処分に
向けた被ばく線量評価

安全評価（被ばく評価・環境影響評価）

解析ツールの整備

データ整備及び予備的な線量評価・感度解析

安全委員会審議・報告書等、最新の知見を適宜反映

溶出率設定に係るデータ取得

ふげん圧力管（Zr-2.5wt%Nb）腐食試験）
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JAEA

10

【評価の条件】
TRU-2次レポート※1に示された余裕深度処分対象廃棄物の全硝酸塩（1,550ton、1.82×107mol）。
バリア性能劣化を考慮した3ケース。硝酸塩は評価開始（管理期間終了後）から瞬時放出するものとし、溶解
度及び収着は考慮せず。評価点は、被ばく評価の基本シナリオ（地下水シナリオ）と同様、河川水。

3．硝酸塩による環境への影響に係る検討

※1：電気事業連合、核燃料サイクル開発機構：TRU廃棄物処分技術検討書－第2次TRU廃棄物処分研究開発とりまとめ－、JNC TY1400 2005-013、FEPC TRU-TR2-2005-02、2005年9月
※2：日本原子力学会、日本原子力学会標準 余裕深度処分の安全評価手法：2008、 2009年5月

評価ケース
地表水（1.0E+08m3/年）における

窒素濃度の最大値[mg/L]
環境基準値との比 [-](基準値を

超過しない地表水量[m3/y])

基本ケース 1.8E-04 （5,400年後） 5.5E+04 (1.9E+03)

劣化ケース 4.7E-04 （5,200年後） 2.1E+04 (4.8E+03)

最劣化ケース 9.8E-04 （3,200年後） 1.0E+04 (1.0E+04)

（備考）
・基本ケース：
日本原子力学会標準※2の“可能性の高い状態における処分システム”における設定。（時間とと
もに施設浸入水量が大きくなる。）
・劣化ケース：
日本原子力学会標準の“可能性のある変動状態における処分システム”における設定（時間とと
もに施設浸入水量が大きくなる。その変化は、基本ケースよりも短い時間で進行する。）
・最劣化ケース：
初期よりバリア性能を劣化ケースの状態に設定。
＜環境基準値との比＞
“環境基準値”/“地表水における窒素濃度の最大値”として算出。

【評価の結果】
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表
層

水
中
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素
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度

（m
g
/
L
）

経過時間（年）

基本ケース

劣化ケース

最劣化ケース

決定経路（影響範囲）として設定した表層水（河川等）において、再処理アスファルト固化体に含まれる硝酸
塩（硝酸性窒素として評価）による環境への影響は、保守的な評価条件下でも環境基準を下回る。

- 167 -

JAEA-Evaluation 2014-002



- 168 -

JAEA-Evaluation 2014-002



- 169 -

JAEA-Evaluation 2014-002



- 170 -

JAEA-Evaluation 2014-002



- 171 -

JAEA-Evaluation 2014-002



- 172 -

JAEA-Evaluation 2014-002



- 173 -

JAEA-Evaluation 2014-002



- 174 -

JAEA-Evaluation 2014-002



- 175 -

JAEA-Evaluation 2014-002



This is a blank page. 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 2－6 「放射性廃棄物処理処分及び関連する技術開発」の 

中間評価のご意見に対する考え方 
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国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ 1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン AsC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB    

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年改訂）
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